
第9回(H30.4.6)法定協資料より抜粋

■特別区の設置に伴うコスト（庁舎整備経費の抑制）

法定協で
コストを削減すべき

との意見

◆現時点で想定される一定の条件を設定し、イニシャルコスト・ランニングコストを試算

◆試算にあたっては、既存庁舎の活用を優先するなど、コスト抑制の観点を重視

淀川区・天王寺区における執務室の不足分について
現大阪市本庁舎(中之島庁舎)を活用

＜当初の建設案＞ ＜再試算後＞

淀川区・天王寺区における執務室の不足分について
新庁舎を建設

＊なお、将来的な庁舎のあり方について、
特別区長・区議会を拘束するものではない

第35回(R2.6.19)法定協資料より抜粋

（単位：億円） （単位：億円）

《庁舎整備経費の試算の前提》
〇５つの特別区（北区・湾岸区・東区・南区・中央区）を設置
〇執務室の不足分について、湾岸区はＡＴＣを賃借し、
東区・南区・中央区は新庁舎を建設

平成27年の
住民投票時
と比較すると。。

項 目
特別区
＋大阪府

うち特別区

システム改修 １８２ １５６

庁舎整備 ３５６ ３４１

移転、街区表示変更等 ２０ ２０

イニシャルコスト 合 計 ５５８ ５１７

ランニングコスト（ｼｽﾃﾑ運用・庁舎管理等） ４１ ２４
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うち特別区
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１３ １３
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項 目
特別区
＋大阪府

うち特別区

システム改修 １４５ １３１

庁舎整備 ４２４ ４１８

移転、街区表示変更等 ２６ ２６

イニシャルコスト 合 計 ５９5 ５７５

ランニングコスト（ｼｽﾃﾑ運用・庁舎管理等） １５ １２

＜平成27年 住民投票時の案 ＞
（単位：億円）

イニシャル 約▲320億円
イニシャルコスト

約▲320億円

イニシャルコスト

約▲350億円



■特別区の設置に伴うコスト（職員の配置状況と災害対策）

淀川区や天王寺区の職員が現大阪市本庁舎（中之島庁舎）
に勤務して、災害対応ができるの？ との声もありますが

●特別区の職員は、配置先の区域の内・外にかかわらず、特別区
地域防災計画に定められた役割に基づき、災害対応に取り組む。

●災害発生時には、４つの特別区がそれぞれ区長を本部長とする
特別区災害対策本部を設置して対応し、各区役所（地域自治区
の事務所）においても、この対策本部のもと、現在の区役所と同様に、
住民等の安全確保や支援など被災現場の対応に取り組む。

淀 川 区
2,420人

(うち区域内1,540人）

北 区
2,790人

(うち中之島庁舎以外2,150人）

天王寺区
2,620人

(うち区域内2,040人）

中 央 区

3,110人

災害対策について各特別区の職員数

＊本庁舎に危機管理室を設置

…本庁舎の位置

全特別区において区役所庁舎に配置される職員数が増加し、災害時に必要な体制を整備可能

区役所庁舎に配置される職員数（イメージ図）

課題

現行（大阪市）

特別区設置後

大阪市長
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淀
川

此
花 港

西
淀
川

東
淀
川

北 都
島

福
島

東
成

旭
城
東

鶴
見

中
央

西 大
正

浪
速

住
之
江

住
吉

西
成

天
王
寺

生
野

阿
倍
野

東
住
吉

平
野

区役所職員数

970人

約270万人に対応

約75万人
に対応

約60万人
に対応

約71万人
に対応

約64万人
に対応

区役所庁舎職員数

1,240人

区役所職員数

1,160人
区役所職員数

1,540人
区役所職員数

1,140人

区役所庁舎職員数

1,770人
区役所庁舎職員数

2,050人
区役所庁舎職員数

1,520人

現大阪市本庁舎
(中之島庁舎)への配置
・淀 川 区：880人
・北 区：640人
・天 王 寺 区：580人
・一部事務組合：230人


